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フィリピン農村における薬剤回転資金に基づく協同薬局の運営
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菅波 茂 中原 俊隆

　現在途上国において，さまざまな医療財源確保策が導入されつつある。住民の参加に基づく地域限定的な

財源確保の方法のうち，最も普及しているものの一つに薬剤回転資金がある。フィリピン共和国では，公的

医療機関における医薬品の供給状態が近年悪化している。国際協力事業団の医療プロジェクトの一環とし

て，同国ターラック州において，住民に基礎的医薬品を安価に継続して供給することを目的に，薬剤回転資

金の手法に基づいた住民運営の協同薬局プログラムが1994年より始められた。10ヵ所のパイロット村におけ

る当初2年間の活動により，以下の知見が得られた。

1.　プログラムの運営にあたり現地NGOと提携し，計画と実施において社会文化的背景を考慮に入れるよ

うに勤めた。薬品調達においては，首都の民間卸商と直接契約することにより農村部でも安価・迅速かつ

安定した薬品調達が得られた。

2.　協同薬局の販売薬品のうち，民間薬局と値段の比較のできる品目の83％が市価より安く販売され，51％

が市価の二割五分以上安く販売されていた。民間薬局に行くのに必要な交通費や機会費用を考慮すると，

安価な薬品の供給という目的は十分に果たしていると考えられた。

3.　住民の同意に基づき，平均収入の0.1～0.2％にあたる保険料（協同薬局の運営基金）を定期徴収するこ

ととしたが，種々の要因により安定した徴収は得られなかった。また，薬品販売の際に信用売りが広く見

られた。

4.　薬の適正使用の促進のため，薬の販売を行うコミュニティーのヘルスボランティアに薬の合理的使用法

についてのトレーニングを行い知識の改善が見られたが，さらなる改善が望まれた。

5.　コミュニティーの住民活動を外部組織が支援する際には，コミュニティーの外で考えた問題解決策を住

民に与えるのではなく，コミュニティーの社会・経済的背景に応じた解決策が住民から提案されるような

アプローチをとることが活動の持続性の強化に必要と考えられる。
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